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日本ＯＰ協会　会員各位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本ＯＰ協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　国見　悦朗

前略、平素は協会運営に多大なるご支援、ご協力を頂き厚く御礼申し上げます。

さて、一昨年の全日本におけるスポーツマンシップ・グッドマナー違反としてＪＳＡＦに報告書を提出し、その後ＪＯＤＡ理事会において該当コーチならびに選手に対し１８年８月に処分を決定したことはホームページにおいて、すでに皆さんに報告をしておりましたが、平成１８年１１月１０日付けで、該当選手が処分を不服として横浜地方裁判所に地位保全の仮処分を求める裁判を提訴しておりました。
平成１８年１２月の総会において当該選手の所属するクラブより、本件の処分に対する説明を求められておりましたが、法廷にて係争中との理由で答弁を保留しておりました。その際、会員の皆様に裁判の結果を踏まえて報告を行う旨の約束をさせていただいておりましたので、以下の通り報告いたします。

1． 申立の趣旨、概要

本件は、該当選手ならびに父、母が申立人（以下債権者）となり、ＪＯＤＡ（以下債務者）に対し、「２００６年ＩＯＤＡ世界選手権大会」へのナショナルチームメンバーの地位にあることを仮に定めるよう求めたものでした。
申立の概要は、債権者が、債権者主催の最終選考会において所定の成績を修めて世界選手権大会のナショナルチームメンバー（以下本件メンバー）に内定したにもかかわらず、債務者において何ら根拠もなく、また、必要な手続きを踏まず、債権者にたいしメンバーへの内定を取り消したとして、同メンバーの地位にあるとの仮の地位を定める仮処分の申立をしたものであります。

結論としては申立を却下するという判決になりました。
2． 裁判所の判断
要約するとニュアンスが変わる場合がありますので、正確を期して以下裁判所より出された判決文を少々長くなりますが、そのまま記載します。尚、文中の個人名は伏せさせていただいております。
１　本件メンバーの選考の過程と権限について

（１）本件メンバー選考の第１次レースは全日本大会であり，その優勝者がまず本件メンバーに内定し，次いで，同優勝者を除く全日本大会での上位４０名に債務者主催の最終選考会への出場権が認められ，同選考会での上位４名が，債務者から本件メンバーとしで認定（内定）され，連盟宛に本件メンバーとして推薦されることになるものである。

（２）本件記録によれば，債務者は，本件ヨットに関する日本代表組織として，

連盟の承認を受け，連盟に加盟している団体であるところ，組織の運営，と

　　　りわけ競技の運営にあたってはスポーツマンシップ・シーマンシップに則り，

　　　競技の普及は言うに及ばず，競技を通じてジュニアセーラーの育成に配慮す
　　　るべく，スポーツマンシップないしシーマンシップをはじめ，社会人として

　　　の常識や教養の涵養を図ることをも目的としていること，そのため，上記目

　　　的に沿って本件メンバーの選考も行っており，単に成績が優秀であるとか，

　　　技量が秀でている者を日本代表に選考するわけではないことから，上記のマ

　　　ナー等に違反した者については本件メンバーに選考しないことかあり，かつ，

　　　一旦，本件メンバーに内定した場合であっても，上記マナーに違反した場合

　　　には，債務者理事会決議により同内定が取り消されることとされ，その旨は，

　　　従前の帆走指示書の規定からも知り得えるうえ，本件最終選考会におけるレ

　　　ース公示や本件帆走指示書規定からも十分理解できるところであったこと，

　　　本件帆走指示書規定を含む同指示書は，平成１６年１２月７日に開催された

　　　年度期間を平成１６年１０月１日から平成１７年９月末日までとする債務者

　　　の平成１７年度の理事会（１２月７日理事会）において決議され，その内容

　　　は，競技関係者に対して，レース公示（ＮＯＲ）や帆走指示書（ＳＩ）を通

　　　じて注意的に公示されていたことが認められる。

　（３）以上によれば，本件メンバーの選考等については，債務者においてスポー

　　　ツマンとしての一般的なマナー等のルールに加えて，個別のレースでのルー

　　　ルを前提にして，更に，本件メンバー選考自体に関する固有の基準（なお，

　　　本件帆走規定はそれが表現された文書の一部である。）に従って行うもので

　　　あり，本件メンバーの選考，決定ないし内定の取消しに関する最終的な権限

　　　は，いずれも債務者理事会にあるということができる。

２　決定①及び②の対象行為とその性質について

　（１）本件記録によれば，債務者が問題とする債権者の行為等は以下の各事実で

　　あることが認められる。

ア　本件全日本大会のうちの平成１７年１１月５日に実施された第４レース

　　　　についてＡ選手から，債権者による２艇身ルール違反を内容とする本件

　　　　抗議がなされ，プロテスト委員会の審問に際してＢ選手が本件抗議の証

　　　　人として証言することになったところ，同審問間始までの間，Ｂ選手が

　　　　保護者であり，かつコーチでもある同選手の母親と離れた際，債権者の父

がＢ選手に接触し，Ｂ選手に対し，審問に出るメリットなどないのに，
本当に出頭して証言するのか等と執拗に問い質したうえ，暗に，証言した
場合には債権者の父らとの問に軋轢が生じることになる旨を強く匂わし，
少年であるＢ選手や同人の保護者に対して大きな不安と一種の恐怖感を
飽かせた。

イ　Ｂ選手が，上記プロテスト委員会の審問において，債権者の２艇身ル

　　　　ール違反の事実を証言した後の当夜，Ｂ選手の父親から，Ｂ選手及び

　　　　同人の母親に対し，電話で，債権者の父からＢ証言につきクレームが入って
　　　　いる旨の連絡があり，また，債権者についての全日本大会失格処分があっ

　　　た後，債権者の父から呼び出されたＢ選手に代わって出向いた同人保護者に対

　　　し，債権者の父は，威圧的な口調で，債権者が上記失格となったのはＢ選手証言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　のためであること，これまでに２度にわたり一緒にヨーロッパにも行くなど

　　　面倒をみて指導してきたのに，恩を仇で返す気なのかということ，抗議し

　　　たＡ選手には愛想が尽きたから，今後，同選手のところがどうなろうと

　　　知らないし，Ｂ選手側が同様な態度をとるなら絶縁すること，Ａ選手

　　　もＢ選手も優勝できるわけではない以上，抗議をしても何のメリットも

　ないのに対して，債権者は優勝がかかっているのだから，必要のない抗議

　はするべきでないこと等を執拗に告げたうえ，Ｂ選手との直接面談を持

　ちかけた。

ウ　上記直接面談の要請を受けざるを得なくなったＢ選手は，本件全日本

　　　大会の最終日である平成１７年１１月６日，自分が選手として出走するレ

　　　ース前，債権者から呼び出され，債権者及び同父と面談したが，その際，

　　　同父から，本当に債権者による２艇身ルール違反の状況を見たのかとか，

　　　もし見ていたとしても、Ｂ選手の船艇と債権者及びＡ選手の各船艇と

　　　の間に距離があれば，債権者及びＡ選手の各船艇が２艇身サークルに入

　　　ったかどうか確認できないのではないかと執拗に問い質されたうえ，再開

　　　された審問で証言する場合にはＣコーチの指示を仰ぐようにと告げられ，

　　　その後，債権者に伴われて，Ｃコーチの下を訪ねさせられ，同コーチ及

　　　び債権者との面談となり，その場で，Ｃコーチから審問の再開について

　　　の請求書を見せられたうえ，再開後の審問での証言では，本当は２艇身サ

　　　ークルに入っていないかも知れないと言ってくれればよいこと，債権者が

　　　勝てるようにやって欲しい等と依頼された。

（２）上記（１）の認定によれば，全日本大会失格処分の前後を通しての問題

行動の中心人物は債権者父であることは明らかであるが，そもそも債権者は，

本件全日本大会及び本件最終選考会等に出場し，債務者理事会による本件

メンバーヘの選考に向けて競技をしていたものであるから，上記１で認定し

た本件メンバーの選考基準を当然に前提としていたものといえる。そして，

債権者は，本件全日本大会では２艇身ルールの違反を問題とされた当人で

あり，まさに問題のその場にいた者であるうえ，何よりも本件ヨットの競技

者として，本件帆走規定等の競技規定を相応に理解した上で競技に参加して

いると認められることや，本件メンバーに選考される高度の可能性があった

という債権者の本件ヨット競技者としての相応の経験等に鑑みれば，上記の

ような債権者父の言動に債権者が接したことにより，債権者においても，

それらが適切な抗議の範囲を超えていることを容易に認識できたというべきである。とりわけ，債権者自身が，Ｂ選手を債権者父やＣコーチのところに同道したり，債権者父やＣコーチのＢ選手に対する問題発言の場に同席していたということからすれば，債権者父が父親であるとか、Ｃがコーチであるとか，債権者が少年であるといった諸事情を考慮しても，債権者自身の上記行動は，債務者が設定していた本件メンバーの選考基準（その内容は本件帆走規定にも表れている）に明らかに抵触するといわざるを得ない。

　（３）そして，本件メンバーの選考基準に抵触するか否かという点や，それに基

　　　づいて本件メンバーヘの推奨ないし内定を取り消すか否かということは，上

　　　記１で認定説示したとおり債務者理事会の権限に属するものであり，

連盟やその最高審判委員会の判断にかかるものでない。したがって，本件委員会　　

決定が先行しているとしても，債務者による決定①及び②が一事不再理の原則

　　　に抵触するということもない。また，債務者理事会は，本件メンバーの選考

　　　につき合理的な基準を事前に競技参加者等に告知していたものであるから，

　　　本件連盟規則が上記選考基準とされることもないというべきである。また，

　　　上記1（2）で認定説示のとおり，本件帆走規定自体が債務者における本件

メンバーヘの選考基準とされているのではなく，それとは別に，債務者によって，

　　　予め，本件全日本大会及び本件最終選考会を通じた本件メンバー選考の基準

　　　が定められており，その内容が本件帆走規定に表されているという関係にあ

　　　るということからすれば，債権者が主張するような本件帆走規定の事後的適

　　　用による不利益処分であるという批判もあたらないというべきである。

３　決定①及び②の成立ないし議決手続等について

　（１）・決定①について

　　ア　債務者は，６月４日理事会において，当時の債務者理事の１人であった

　　　債権者父も同席し，数時間をかけて債権者父による本件連盟規則違反に関与
した債権者の処遇について討議した結果，債務者理事会として，債権者に本件マ

　　　ナー違反行為があり，本件メンバーの選考基準に抵触し，本件帆走指示書
　　　規定にも反する行為であるとして，本件メンバーの選考ないし推薦を取り

　　　消すこととするとの判断に達したが，債権者の立場等を考慮して，１週間

　　　の期間を区切った推薦辞退を認めることとしたと主張する。

　　イ　しかし，６月４日理事会の議事録（甲３）によっても，上記のような，

　　　１週間の期間を区切った推薦辞退を認める旨の決議がされたことを認める

　　　ことはできず，同議事の基本的記録である上記議事録に記載がない以上，

　　　個々の理事の認識は別としても，理事会の決議としては上記のように判断

　　　せざるを得ず，他に，同認定を覆すに足りる的確な疎明はない。

　　　そして，後記(2)で認定のとおり，６月４日理事会において，債権者につ

　　　き本件メンバーヘの選考基準に抵触する旨の議論がされたとしても、債務

　　　者の上記主張をも併せ考慮すると，推薦辞退の決議すら認められないとす

　　　れば，それ以上に厳重な処分としての本件メンバーヘの推薦取消しないし

　　　内定取消しの決議までされたと認めることはできないといわざるを得ない。

　　ウ　以上のとおり，決定①により債権者の本件メンバーへの推薦ないし内定

　　　が取り消され,あるいは,期限付きで決定②とは別個の同取消権が発生し

　　　たとの債務者の主張は理由がない。

(2)決定②について

　　ア　本件記録によれば，債務者理事会においては，各理事の所在地や活動状

　　　況を考慮し，また，招集に伴う交通費等の費用の負担の軽減や議事決定の

　　　時間短縮等の合理的な配慮の下に，少なくとも近時の４年間以上にわたり，

　　　電子メールによる理事会招集や決議の手続を実行してきているところ，債

　　　権者及び同父を含めて，役員、会員及び父兄らから異論を呈されることも

　　　なく円滑に推移してきたことが認められる。

　　　上記認定事実に，債務者が任意団体であることを併せ考慮すれば，電子

　　　メールを用いて理事会の招集及び議決等の各手続を実施したということで，

　　　直ちに，同手続が無効となるとまではいえないというべきである。

　　イ　そこで，決定②の成立いかんについて検討するに，本件記録によれば，

　　　以下の各事実が認められる。

　　ｉ　６月４日理事会後にも債権者から何度かの弁明がなされ，その内容は

　　　その都度，各理事において了解されていたが，それら弁明に理由がなく，

したがって，債権者に反省がみられず，いまだスポーツマンシップ等に

　　　欠けるとの判断が可能な状況が続いていた。

　 　ii　債務者理事会の招集権者は理事長国見である（債務者における規約２

　　　２条１項）が，決定②に関する理事会の招集についても同理事長が決定

　　　しこれを招集することになったが，ただ，その招集事務としての各理事

　　　宛のメール送信作業を，同理事長からの依頼により副理事長占部が担当

　　　することになり，平成１８年７月下旬から同年８月上旬にかけて，上記

　　　メールの方法による理事会を開催し，債務者の各理事の意思を確認する

　　　ことになった。

　　iii上記メールによる確認は，平成１８年７月３０日午後９時７分に副理

　　　事長占部から各理事宛に送信されたものであるが，その内容は，債権者

　　　について本件メンバーの選考ないし推薦を取り消すことについて反対の

　　　意見があるかを聴取し，かつ，その意見を同月末日までに回答されたい

　　　というものであったが，最終的には同年８月８日までの熟慮期間をおい

　　　て各理事の回答が集められた。

　  iv債務者理事長は，上記メールに対する各理事の回答内容及び無回答を

　　　把握し，回答のなかった理事に対しては，更にその意思を電話で確認し

　　　たうえ，理事会の意思として賛成３名，反対２名，表明なし（賛成）６

　　　名」と報告し，「表明なし」を「賛成］と分類し加算した結果，上記回

　　　答期間の実質的最終日である平成１８年８月８日付けで賛成多数により

　　　可決の決議があったとした（決議②）。

　　v債務者は，平成１８年８月３１日付けで，債権者が所属しているクラ

　　　ブであり，かつ，債権者が本件紛争についての代理人として指定してい

　　　た江ノ島ジュニアヨットクラブに対して決定②の内容を通知した。
ウ　上記認定によれば、決定②は内容的にも手続的にも有効なものというこ

　　とができ，同判断を覆すに足りる事情を認めるに足りる疎明はない。

　　なお、決定②に至る上記認定のような本件の経緯に照らせば、決定②を

　　告知するにあたって履践すべき手続きに欠けるところがあったということも

　　できない。

3． 結論

以上によれば、債権者の本件申立は、その余の点について判断するまでも
なく、被保全権利につき疎明がないから却下することとし，主文のとおり決定する。
以上が裁判における判決でした。
概ね、債権者選手の所属するクラブより総会において質問を受けた内容に対し、裁判官の判断を出されているので敢えて判決文を記載させていただきました。
ＪＯＤＡとしても、今後このような事故が起きないように再発防止に取り組んでおります。

本年度は、ルール、マナーの講習会や、選手父兄やコーチの大会における言動の指針を作成すべく準備しております。もちろんＪＯＤＡの基本的な考えは、健全な選手の育成や選手、父兄間の交流を妨げるものではなく、すべての選手に公平で、公正なレースを提供すべく努力すべきであると考えています。会員の皆様のご意見、ご指導を受け善処していく所存ですので
皆様方のご支援、ご協力を今後ともお願い申し上げます。
